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文部科学省 第２次回答 

管理

番号 
208 

重点募集
テーマ

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

提案分野 05_教育・文化 

提案事項（事項名） 

「伝統文化親子教室事業（教室実施型）」の応募手続の市町村経由事務の廃止 

提案団体 

長崎市 

制度の所管･関係府省 

文部科学省 

求める措置の具体的内容 

「伝統文化親子教室事業（教室実施型）」の応募手続については、提出先を「事業を実施する場所の市区町村

教育委員会」ではなく、「都道府県の窓口」とするよう見直しを求める。 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

「伝統文化親子教室事業」のうち、教室実施型については、応募書類の提出先が市区町村教育委員会となって

いる。この取りまとめにあたっては、事務負担が発生しているほか、団体からの申請書類の内容等に不備・不足

がないかの確認や、不備・不足がある場合の修正は不要となっているため、市町村を経由せずとも手続自体に

支障はないものと考える。 

＜市内の団体の応募数＞ 

令和６年度：12 件（教室実施型） 

【支障の解決策】 

応募資料の提出先を「事業を実施する場所の市区町村教育委員会」ではなく、「都道府県の窓口」とし、事務局

から実施事業の情報提供をいただく形に運用変更を求める。 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

応募書類の提出先が市区町村教育委員会となっていることから、事業内容に関する問合せを、伝統文化親子

教室事業事務局ではなく、市区町村の教育委員会に尋ねてくることがある。その都度、事業事務局の連絡先を

案内することとなるため、事業者及び教育委員会への支障となっている。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

市町村経由事務が廃止された場合、団体からの資料提出後の手続が短縮され、より迅速な対応が可能となると

共に、市町村における事務負担の軽減を図ることができる。 

根拠法令等 

「伝統文化親子教室事業」委託実施要項、令和７年度「伝統文化親子教室事業」の募集要項、令和７年度「伝統

文化親子教室事業」の募集に係る協力について（令和６年 10 月 15 日付文化庁参事官（生活文化創造担当）事

務連絡） 

重点２（伝統）

令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
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追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

越谷市、柏市、横浜市、川崎市、藤沢市、沼津市、名古屋市、広島市、高松市、鹿児島市、特別区長会 

○窓口となる市教育委員会において、団体からの申請書類の内容の確認や不備、不足の修正は不要とされて

いるが、窓口の県に対して紙ベースでの提出が求められており、その郵送料の負担は市となっている。内容の

確認と修正が不要であるならば、文化庁が直接窓口になるべきだと考える。

○伝統文化親子教室事業の事務局が窓口になっているが、応募者が当市を窓口と認識しているために、書類

の内容確認や修正依頼等に、多くの事務負担が発生している。なお、令和６年度は 68 件の応募を受け付けた。

○応募書類の提出先が市区町村教育委員会となっていることから、事業内容や記載方法等に関する問合せ

を、伝統文化親子教室事業事務局ではなく、当市担当課に尋ねてくることがある。その都度、事務局の連絡先を

案内することとなるため、事業者及び担当課への支障となっている。

○「地域展開型」や「放課後子供教室」との連携について、応募予定の市区町村の担当部局と調整した上での

応募を案内している。これ自体は正しいが、「教室実施型」の要項や HP に本内容を複数記載していることから、

申請者が誤認し、実際は「教室実施型」の問合せも事務局ではなく市区町村に来やすい状況が発生している。

また、現行ではデータ資料と同内容の紙面を両方市区町村に提出することから、二重の事務負担が申請者・市

区町村双方に生じ、提出直前の差し替え等も生じている。その他、申請者から事務負担が大きいこと、窓口・デ

ータ提出一本化への意見を頂くことがある。

各府省からの第１次回答 

文化芸術基本法において、基本理念の実現を図るため、国や地方公共団体等が相互に連携を図りながら協働

するよう努めることが求められているとともに、地方公共団体は地域の特性に応じた文化芸術に関する施策を

策定し、実施する主体として位置づけられている。  

伝統文化親子教室事業には３つの類型（教室実施型・統括実施型・地域展開型）があり、うち教室実施型は市

区町村教育委員会を窓口とし、都道府県でとりまとめて提出いただいているが、これは地方公共団体を主な支

援対象先としている地域展開型との連携を必要とするためである。  

教室実施型を内包できる仕組みにもなっている地域展開型は、子供たちに伝統文化等を体験する機会を地域

偏在なく提供することを目的としている。地方公共団体を中心に関係者が連携して、地域の様々な分野の教室と

繋がり、子供たちへ少しでも多くの体験機会を提供していくことが期待されており、当該事業を推進することは政

策的意義が大きい。  

一方で、地域展開型と地域における教室との連携が進まない理由として、実施団体からは「地方公共団体から

声がかからなかったため」という声もあることから、基礎自治体である市区町村には地域における教室を把握し

ていただくことで、実施団体との連携の強化を期待しているところである。  

また、地域に根付いた伝統文化等を確実に次世代へ継承・発展させていくためには、地域の実情に応じた戦略

的・計画的な事業展開が大変重要である。市区町村が地域における教室を把握して「放課後子供教室」と連携

した取組の調整を図るなどにより、地域の子供たちが伝統文化等を体験できる機会の選択肢を増やす等、積極

的な事業展開を進めていただきたいと考えている。  

なお、今回御提案いただいた意見を踏まえ、市区町村担当者の負担軽減の観点から、事業者からの問い合わ

せが市区町村窓口に集中する件については、募集案内等に問い合わせの際の連絡先をわかりやすく明示する

ことで対応したい。 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

地域の子供たちが伝統文化等を体験できる機会の創出などの事業を行うにあたり、市区町村が地域の教室を

把握する手段としては、文化庁ホームページに掲載されている伝統文化親子教室事業の採択団体一覧や、対

象地域や分野などから教室を検索できる「マッチングシステム」の利用により必要に応じて直接団体に確認を行

うこと等の方法があるため対応が可能である。これらの既存ツールの積極的な活用を促し、国や地方公共団体

が相互に連携を図ることで、全国の自治体において、地域展開型と教室実施型の連携等が活発になると考え

る。 

また、当市においては、後援の申請を常時受付けていること、伝統文化に関係するイベントを開催していること

等により教室と関わる機会もある。よって、市区町村教育委員会でのとりまとめがなされなくとも、地域の教室の

把握、教室との連携は可能であると考える。 

実際、当市においては、令和６年度に地域展開型に一つの教室が採択されているが、この教室は、後援申請に

より市との繋がりがあった団体であり、教室実施型とは関係なく市との連携がなされたものである。 

重点２ （ 伝統 ）
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教室実施型の申請は、市区町村が窓口となっているものの、市区町村では教室からの書類を受け取り、国から

の指示により特に内容の確認等も行わず都道府県へ提出することのみであり、前述のとおり地域展開型と教室

実施型は市区町村が窓口とならなくても連携が図れている。 

募集に関する問合せの際の連絡先を分かりやすく明示することについては、本事業を利用する団体にとって、よ

り理解を深め利用しやすいものとなると考えられることから、対応を進めていただくとともに、実施時期を具体的

にお示しいただきたい。 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【川崎市】 

「教室実施型」の応募先が市区町村の窓口である目的が、市区町村が自らの自治体内で開催する教室を把握

し、地方公共団体が主体となる「地域展開型」との連携にあたっての情報として活用してもらうことであれば、伝

統文化親子教室事業事務局（以下「事務局」という。）での取りまとめ後に資料一式を関係地方公共団体まで共

有することでも達成できると考える。 

一方で、「統括実施型」については現状直接事務局へ提出しており、関係地方公共団体へは特段の情報提供が

されていないものと認識している。「地域展開型」との連携という点においては「教室実施型」も「統括実施型」も

位置づけに大きな差は無いはずであり、「教室実施型」のみを市区町村で受け付ける理由にはならないのでは

ないか。 

まずは「統括実施型」について事務局で取りまとめ後に関係地方公共団体へ資料一式をデータで共有するよう

にしていただき、将来的には「教室実施型」についても事務局へ直接応募する形に変更の上、同様に情報共有

するように変更していただきたい。その場合は事務局の事務負担を軽減するために、申請をデータに１本化する

などの対応が必要になると思われるため、現時点で求めるものではないが、中長期的な課題として引き続き検

討してほしい。 

なお、「放課後子供教室」との連携については引き続き各市区町村が申請案内をする際に併せて案内することと

し、申請や事業に関する問い合わせは直接事務局というように分けるようにするとよいと考える。 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見    

【全国町村会】 

提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）   

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」（骨太方針 2025）や「地方創生 2.0 基本構想」等の閣議決定文書にお

いて、経由事務の廃止が政府方針として明示されているため、提案の実現に向けて積極的に検討していただき

たい。 

地域展開型との連携のため、地域の教室を把握する必要がある点について、市区町村は、文化庁のホームペ

ージ掲載情報や教室の検索が可能な「マッチングシステム」の利用が可能となっており、わざわざ市区町村を窓

口として、経由事務を行う必要はないのではないか。 

市区町村における事務負担を軽減することで、より一層地域に根付いた伝統文化等の継承・発展に係る業務に

時間をかけることが可能になるのではないか。 

各府省からの第２次回答   

文化芸術基本法（平成 13 年法律第 148 号）により、地方公共団体は、文化芸術に関して、国との連携を図りつ

つ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、実施する責務を有することと規定されており

ます。 

過疎化の進行や少子高齢化、伝統文化等を教える講師の不足等により、子供たちの体験活動に格差が生じて

いる地域がある中、地方公共団体には、あらゆる子供たちに等しく伝統文化等の体験・修得の機会を提供する

ことが期待されております。 

文化庁としては、伝統文化親子教室事業（地域展開型）の活用等により、地方公共団体が中心となって地域の

実情や現場のニーズに応じた自主的かつ主体的な施策を推進いただき、空白地が生じることによって子供たち

の体験機会が損なわれるということがないよう望んでおります。そのためにも引き続き経由事務を通じて、地方

公共団体における域内の教室の実態把握と新たな教室の掘り起こしの一助にしていただきたいと考えておりま

す。 

重点２ （ 伝統 ）
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御提案があった事項のうち、「マッチングシステム」の利用については、教室等の情報掲載が審査の関係上、事

業開始後の夏頃となること、また、地域の教室を把握するために必要な情報が十分でないと思料されることか

ら、地方公共団体が地域の伝統文化等の振興に係る施策を推進する上で必要な情報を提供できるよう、マッチ

ングシステムの改善を図ってまいります。

また、事業内容や記載方法等に関する問合せ先窓口に関して市区町村に支障が生じているという御指摘につ

いては、来年度事業を実施する場合、募集開始のタイミングにあわせて、ホームページや募集案内へわかりや

すく記載する等適切な窓口へ案内できるよう対応してまいります。あわせて、市区町村においても、地域の住民

へ事業募集案内等の御周知をいただく際に、ホームページ等の活用により、事業内容に関する問合せ先とし

て、当事業事務局の連絡先を記載いただくなど、御協力をお願いしたいと考えております。

重点２ （ 伝統 ）
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内閣府 第２次回答 

管理

番号 
352 

重点募集
テーマ

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

提案分野 03_医療・福祉 

提案事項（事項名） 

事業者の不正等による自立支援給付費等の国庫負担金の返還要件の見直し 

【提案と類似の支障を有する制度等】 

災害援護資金（岩手県、宮城県、仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、名取市、岩沼市、東松島市、亘理町、山

元町、松島町、七ヶ浜町、利府町、女川町、南三陸町、福島県、熊本市／内閣府） 

提案団体 

長野県、山形県、埼玉県、長野市、岡谷市、須坂市、中野市、飯山市、箕輪町、小布施町、高山村、全国知事

会、指定都市市長会 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

障害福祉分野の自立支援給付費等に関して、市町村が不正等を行った事業者に対して自立支援給付費等の

返還を求めたことにより、国庫負担金を返還する必要が生じた場合において、当該事業者からの返還金の徴収

について市町村が十分努力したにもかかわらず、事業者の経済状態から客観的に徴収不能である場合などや

むを得ない事情があると認める場合には、国庫負担金の全部又は一部の返還を免除することを求める。 

具体的な支障事例 

【提案の背景】 

令和６年の地方分権改革に関する提案募集において議論がされたが、市町村の支弁によるものであり、市町村

が返還をすべきであるという結論であった。しかしその後も支障は依然としてあり、当県では令和７年度国の施

策並びに予算に対する提案・要望においても引き続き要望を行った。また、全国市長会においては、「理事･評

議員合同会議決定 令和 7 年度国の施策及び予算に関する提言」（令和６年 11 月 14 日）の中で、自立支援給

付費等におけるやむを得ない事情による負担金の返還の取り扱いについて制度を見直すよう提言しており、二

十一大都市心身障害者（児）福祉主管課長会議においても、「令和６年度障害者福祉施策に関する要望書」（令

和６年７月）で取扱いの見直しを求める要望が提出されているなど、全国的に見ても、対応の必要性の高い課題

となっている。 

【現行制度】 

都道府県等(都道府県、政令指定都市又は中核市をいう。以下同じ。)は、事業者の指定を行い、市町村は、障

害福祉サービス等を提供した指定事業者に対して、自立支援給付費等(財源：国１/２、都道府県１/４、市町村１

/４)を支払っている。 

指定事業者が不正を行った場合、都道府県等が行政処分や勧告を行い、市町村は、その処分等を受けて、自

立支援給付費等に係る返還金の徴収(不正利得の徴収)を行うこととなっている。 

市町村が不正利得として返還を求めた額は、法に基づく費用とはいえないことから、市町村は、負担金の実績

報告書を訂正するとともに、国庫負担金が過大に交付されている場合には、事業者からの返還の有無を問わ

ず、過大交付額を一般財源により返還することとなっている。 

【支障事例】 

当県は、令和５年 12 月に、不正の手段により指定を受けたとして、指定障害児通所支援事業者に対して、指定

取消処分を行うとともに、当該事業者に障害児通所給付費を支払っていた市町村に対して、給付費の返還を求

重点４（災害）
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めるよう依頼した。

当該事業者は資力に乏しく、徴収困難となる公算が高いことから、市町村によっては１億円弱の国庫返還が見

込まれる。 

【制度改正の必要性】 

全国的に、障害福祉サービス等を提供する事業者は営利法人を中心に増加しているが、一方で、不正が確認さ

れた場合には厳正な対応を行うことが求められていることに応える形で、都道府県等による障害福祉サービス

等事業者に対する行政処分の件数も増加している。 

自立支援給付費等の支給に関して、市町村は関係法令等に基づき適切な事務執行の責務を果たしているにも

かかわらず、徴収困難となった返還金に係る国庫負担分についても、市町村だけにその責任を負わせること

は、酷である。生活保護や介護保険制度では、消滅した債権額等の控除あるいは不納欠損額の報告による精

算が行われており、自立支援給付等の国庫負担金についても同様の仕組みが必要と考えている。なお、これら

生活保護及び介護保険制度における措置によって受給者や事業者の不正等に繋がっているとの事実はないも

のと認識しており、かつ、あくまで、指定事業者の不正発生の予見や抑止が困難な事案において、徴収に努力

を尽くした上でも回収困難となった場合等の取扱いを求める趣旨であることから、当該措置の実現が指定事業

者の不正増加につながることはないと思料される。 

【その他】 

国民健康保険における診療報酬についても、未回収の返還金を市町村等が国に返還することについて見直し

を求める提案が令和７年提案の一つとして提出されているところであり、自立支援給付費等のみならず、同様に

徴収困難な返還金を市町村等が負担することとなっている類似の制度についても、見直しをされたい。 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

指定権者である都道府県等にあっては、不正を行った事業者に対し、市町村による国庫負担金の肩代わり返還

のおそれを心配することなく、厳正な措置を講じることができる。 

市町村にあっては、都道府県等による事業者に対する行政処分や勧告に起因して突如発生する国庫負担金の

肩代わり返還により、地方自治の根幹をなす重要な一般財源を失うことなく、市町村自らの判断と責任による自

主的・自立的な行政運営により、増大する役割に責任をもって的確に対応し、地域で必要とされるサービスの充

実を図ることができる。 

根拠法令等 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第８条、第 29 条、第 49 条、第 50 条、第 92

条、第 95 条 

指定障害福祉サービス事業者等監査指針４(５) 

障害者自立支援給付費国庫負担金交付要綱 

児童福祉法第 21 条の５の３、第 21 条の５の７、第 21 条の５の 23、第 21 条の５の 24、第 51 条、第 53 条、第

57 条の２ 

指定障害児通所支援等事業者等監査指針４(５) 

障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負担金交付要綱 

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 17 条第１項、第 18 条第１項、第２項 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

北海道、旭川市、岩手県、花巻市、宮城県、仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、名取市、多賀城市、岩沼市、

東松島市、亘理町、山元町、松島町、七ヶ浜町、利府町、女川町、南三陸町、福島県、ひたちなか市、上尾市、

瑞穂町、燕市、高岡市、名古屋市、一宮市、津島市、高槻市、茨木市、寝屋川市、兵庫県、長崎市、熊本市、沖

縄県 

○令和５年度に不正受給による給付費（約２億円）の返還を求める事案が発生しており、現在告訴中である。事

業者の所有する不動産を差し押さえる等の対応を行っているが、全額返還は困難であり、当市の負担となって
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いる。 

○当市においても指定取消処分を受けた事業者が実質的に廃業状態であったため、返還金の徴収ができず不

能欠損処分となったが、当該分について国庫へ返還した事例がある。負担金であるため、国及び都道府県も負

担割合に応じて、負担すべきであると考える。

○当市では、現在までに指定取消等による給付費返還事案はないが、今後そのような事案が発生した場合、給

付費の返還ができない事業所もあると考えられる。その場合、市による負担金返還の肩代わりは不合理と考え

る。

○事業者の不正に対し、県などが行政処分や勧告を行った場合は、市町村はその処分等に伴う自立支援給付

費等に係る国及び県への負担金の返還を行うこととなっている。市町村の対応に瑕疵がなく返還金の徴収が困

難となった場合においても、市町村の負担により国及び県に返還せざるを得ない現行制度では、市町村の負担

は大きい。生活保護費では、やむを得ない事由による場合は、不納欠損額の報告による債権額の控除が行わ

れており、自立支援給付費等においても同様の対応を検討いただくなど、現行制度の早急な見直しをお願いし

たい。

○そもそも自立支援給付費等の金額および支出負担が増大しているなか、事業所の不正請求によりさらに市町

村が負担を被っている状態である。金額も多額であり、市町村の運営に支障をきたしている。

○介護保険制度とは異なり、事業者から回収できない分を全ての市町村が負担しなければならない事情も考慮

すること。また、過誤についても原則として差額により調整できるような措置を講じること。

国に要望（16 大都道府県障害福祉主幹課長会議）

○事業者からの返還金の徴収において、事業者から徴収不能である場合には、市町村の国庫返還により、市

町村の想定以上の持ち出しが生じてしまう。

○指定取消等処分を受けた事業者に資力が無く返還が見込めない場合、国庫負担金が過大に交付されている

場合、過大交付額は市の一般財源より返還することとなってしまう。

【提案と類似の支障を有する制度等】 

○障害者自立支援給付費にかかる返還金と同様に、市町村に財政負担が生じる例としては、災害援護資金の

貸付制度が挙げられる。熊本地震を受けて当市が貸付を行った災害援護資金について、償還期限が迫る中、

借受人からの償還が難しい場合には、市町村が未償還分について肩代わりして国に返済しなければならなくな

る。通常の災害において貸付金の償還免除が認められるのは、借受人が死亡、重度の障害を受けた場合や破

産した場合に限られているが、東日本大震災では生活困窮を理由とする償還免除が特例として認められている

（その場合、市町村から県、県から国への償還も免除される。）。しかしながら、災害がもたらす個人の日常生活

への影響は、災害の規模とは関係がなく、また、被災による生活困窮から抜け出せない被災者がいることから、

熊本地震をはじめとする他の災害でも生活困窮を理由とする償還免除が可能となるよう、制度改正を求める。

○障害者自立支援給付費に係る返還金については、当県でも類似のケースがあり、市町村による肩代わりは

問題があると考えている。

また、これに類似するものとして、東日本大震災に係る災害援護資金についても、借受人の高齢化や生活困

窮、行方不明等を理由とした滞納が県内自治体で発生しており対応に苦慮しているが、その背景には、障害者

自立支援給付費と同様の制度的な構造があることから、あわせて見直しを求める。 （当団体のほかに同様の

意見が県・市・町から計 16 件提出あり）

各府省からの第１次回答 

本要望については、昨年度も同様の要望があり、対応について検討し、関係省庁とも協議の上、回答していると

おりであるが、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）及

び児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に基づく介護給付費等については、市町村が事業者の請求を審査の

上、支給することとされており、事業者の不正利得に対する返還請求についても市町村が行うこととされていま

す。 

また、介護給付費等は、市町村の支弁とされており、その一部について国が負担することとされており、国庫負

担金を交付しているところです。 

こうした制度に基づき、当該国庫負担金は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法

律第 179 号。以下「補助金適正化法」という。）における「補助金等」に該当し、過大に交付されている場合は、補

助金適正化法第 18 条第１項又は第２項の規定に基づき、国は市町村に対してその返還を命じなければなら

ず、それに応じて市町村は過大交付額を国に返還いただく必要がある一方、あくまで市町村が支弁し、支給する

とされているものの一部を国が負担するものであることから、補助金適正化法における「間接補助金等」には該

当せず、補助金適正化法第 18 条第３項の規定に基づく返還命令の全部又は一部の取消しも適用はされませ

重点４（災害）

7



ん。 

一方で、事業所の不正や算定誤りによる過大請求を未然に防止することは重要であることから、国としては、都

道府県に対し、障害福祉サービス事業所等サポート事業等も活用いただき、市町村を集めた研修会・勉強会を

開催することや、審査・確認の二重チェックを行うことなど、市町村への適切な助言等を行っていただくよう、引き

続き周知してまいります。また、事業者の質の確保・向上等を図る観点から、事業所指定の在り方についても検

討してまいります。 

【災害援護資金（内閣府）】 

災害援護資金制度は、 

・給付ではなく、返済を前提とした貸付制度であること

・税金を原資としている以上、国・地方自治体の債権を保全する必要があること

・期限どおり返済されている方もいること

を踏まえると、免除の要件を緩和することは困難である。

なお、東日本大震災については、地震及び津波並びにこれに伴う原子力発電所事故により、東日本の広範な地

域に未曽有の被害がもたらされたことを受け、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法（平成 23 年法律第 117 号）及び関係政令により、様々な特別の措置がとら

れ、災害援護貸付金についても、償還期間の延長や特例的な免除を可能とするなどの、特別な措置がとられた

ものである。

債権管理業務にあたっている被災自治体において、可能な限り円滑な事務処理を進めていただけるよう、債権

管理に関するノウハウや他の自治体の取組事例を共有するなど、必要な支援を進めてまいりたい。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

法令上、介護給付費等の不正利得の返還請求事務を市町村が担い、返還の取消しに係る規定も適用されない

との回答だが、そうした制度の是正が必要であると考え、法改正により措置すべき事項も含めて検討される地方

分権改革に提案したものである。 

さらに、過大請求の未然防止が重要との主張であるが、現場の実態を正確に理解していただきたい。地方公共

団体は限られた人員で出来る限りの対策を講じているほか、審査時は既に県・市町村による二重チェックを実施

している。 

当提案の契機となった返還の原因である不正請求は、虚偽の指定申請、個別支援計画の遡り作成、実態のな

い支援記録や署名・押印の偽造等、初めから行政を欺くことを目的とした悪意ある行為によるものであり、事業

者はその事実の発覚を防ぐため、出勤簿やシフト表の偽造、監査時の口裏合わせ等、巧妙に準備を重ねてお

り、運営指導で見抜くことは極めて困難である。実際、これらの行為の多くは、施設従事者や利用者による通報

を契機に発覚している。 

市町村の審査等に何ら落ち度がないにもかかわらず、悪意ある行為の肩代わり返済を求めるのは不合理であ

るため、市町村のみに負担させるのではなく、制度設計者として障害福祉サービス等の適切な提供を確保する

立場にあり、負担金を拠出している国も、一定の負担をすべきである。 

令和３年度地方財政白書において、「さまざまな行政ニーズに適切に対応するためには、一般財源の確保が極

めて重要」と記載されているとおり、一般財源は地方公共団体の行政サービスに投入されるべきものであり、そ

れを不正請求の穴埋めに充てることは、到底納税者たる住民の理解を得られるものではない。 

以上より、法令の定めと一蹴せず、制度を見直すことを、切にお願いする。 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【花巻市】 

「事業所の不正や算定誤りによる過大請求を未然に防止することは重要」とは言うが、事業所の指定・指導権限

は都道府県にあり、市町村において「不正による過大請求」に対して給付費の支給（国保連からの請求）時に即

時的に対応することは困難と思われる。そのような事態が発生した場合に、給付費の返還徴収まで市町村の責

任で行うことは、市町村の負担が大きい。加えて、事業所（事業者）が指定取り消し等により廃業等に至った場

合、返還額の全額徴収が困難（その時点で事業者側に返還に対応できるだけの資産等がない）となり、該当分

の負担金については市町村が負担して返還しなければならないため、ある意味「逃げ得」ともいえる事態になる

と思われる。市町村にのみ負担を求めることではなく、都道府県や国においても一定程度責任を負っていただく

ような制度となるよう、引き続き検討をお願いしたい。 

【高岡市】 

本提案は、市町村に過失がないにもかかわらず、不正等を行った事業者の破産等により自立支援給付費等の
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徴収が不能となった場合に、国庫負担金の全部又は一部の返還を免除することを求めるものである。第１次回

答では、補助金適正化法における返還命令の取消しは適用されないとの見解が示されたが、本提案は、徴収不

能時における市町村の財政的負担の軽減を求めるものである。生活保護制度においては、不納欠損処理によ

る債権整理が制度化されており、行政処分等に伴う自立支援給付費等の返還に係る現行制度においても同様

の対応が必要であると考える。このことから、自治体財政に過大な負担を生じさせないよう、制度の早急な見直

しを求めるものである。 

【高槻市】 

現在の障害者総合支援法及び補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律の規程上は、当該提案の内

容を実現することが困難であることは承知しているが、多くの地方自治体から共同で提案が出ていることを踏ま

えて、地方自治体に一方的な負担を強いることのないよう、支障の原因となっている関係法令の改正等を検討し

ていただきたい。 

【茨木市】 

障害福祉サービスはその性質上、国、都道府県、市町村がそれぞれに財政的な責任を分担する規定となってお

り、市町村が義務を適切に果たしているにもかかわらず、その損害を市町村のみが負担するべきものとの一次

回答については、再度検討をお願いしたい。 

当該国庫負担金は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律における補助金等に該当するとのこと

だが、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第２条「補助金等とする給付金の指定」におい

て当該国庫負担金（障害者自立支援給付費国庫負担金）は列挙されておらず、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律第 18 条第１項又は第２項をもって返還命令の全部又は一部の取消が適用されないとの見

解には疑義がある。 

また、生活保護や介護保険制度では市町村に過重な負担とならないよう、補助金等について消滅した債権額等

の控除あるいは不能欠損額の報告による清算が行われており、合理性があると考える。一方、障害福祉制度に

おいて少なくとも不能欠損処理となっているような客観的に徴収困難と認められる債権相当額については控除

あるいは求償する仕組みがないことは、市町村に一方的な負担を強いていると言わざるを得ず、不合理である

と考えられることから、生活保護や介護保険制度と同様に取り扱われることが適切と考える。 

加えて、中核市を始め、都道府県条例によって移譲されることにより、障害福祉サービス事業者への指導監督

権限を持つ市町村もある。適正な監査によって発見された不正請求が、市町村にとって不当な損害になりうる制

度の運用のもとでは、適正な指導監督に支障をきたす恐れも否定できない。 

これらの課題を踏まえ、障害福祉分野における自立支援給付費国庫負担金においても交付要綱に規定する等

により控除あるいは求償する仕組みを早急に整備されたい。 

【提案と類似の支障を有する制度等】 

【宮城県】 

・被災者の生活再建支援という本制度の主旨に則り、被災者の生活に寄り添いながら最大限回収に努めている

が、東日本大震災の際は、利率の軽減や償還期間の延長などの特例により、災害援護資金の貸付が強力に推

進された経緯もあり、その結果として、借受人の経済的困窮や行方不明等により債権回収できない状況が多数

生じている。市町村に何ら落ち度がないにも関わらず、現行制度においては未回収分を市町村が肩代わりして

国庫償還しなければならず、市町村の財政運営に支障を来す事態が懸念されることから、やむを得ない事情に

より債権回収できない場合には都道府県及び国庫への償還を免除するなど、市町村における財政負担の軽減

を、国地方の財政規律の観点から強く求めるものである。

・阪神・淡路大震災では、５回・17 年の履行延期を経てもなお全額回収に至らず、最終解決手段として兵庫県及

び市町村は債権を放棄したが、国は免除や放棄しなかったため、兵庫県が市町村向けに無利子貸付制度を設

け、市町村はそれを原資に国庫を償還したという経緯がある。将来的に当県でも県と市町村だけが債権を放棄

する事態になることを危惧している。

・今後、南海トラフ地震などの大規模災害が危惧される中、自治体が引き続き制度を利用していくことを前提とす

るのであれば、貸し倒れリスクを市町村のみが負うことのないよう、保証人や担保を必須化する、または貸し倒

れリスクは国が負うなど、制度の見直しを実現いただきたい。被災者の生活再建に向けた他の制度も広がって

おり、本制度が見直されなければ、貸付という仕組みを維持すること自体が困難と考える。

【熊本市】

本事務について、市町村はあくまで事務の取扱主体であり、未償還部分について原資を貸し付けている国・都

道府県ではなく市町村だけが負担しなければならないのは、国・都道府県から市町村への負担の転嫁であり、

著しく不合理ではないか。生活困窮者等についても償還免除の対象にするなど、市町村に財政負担が生じるこ

とのないよう、制度の見直しを求める。

東日本大震災については、災害の規模を踏まえ、特例を設けたとのことだが、被災による生活困窮は他の災害

でも生じうるものであり、一般の制度として他の災害にも適用するべきではないか。特に、借受人が生活困窮や

重点４（災害）
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資力不足を理由に償還猶予をしている場合には、当然市町村から都道府県、国への償還も猶予しなければ、一

時的にでこそあれ、市町村に財政負担が生じうるため、市町村から都道府県、国への償還期間の猶予を求め

る。 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見    

【全国知事会】 

本提案は令和６年の地方分権改革に関する提案募集においても提案されており、引き続き、多くの支障事例が

挙げられている分野である。事業者の不正等に起因した国庫返還金を当該事業者から徴収することが困難な

場合、地方公共団体が当該事業者に代わって国庫に返還しなければならない取扱いは、国と地方の費用負担

の在り方として適切ではないため、法改正により措置すべき事項も含めて検討される地方分権改革の趣旨に鑑

み、法改正による対応も含め、制度の見直しを強く求める。 

【全国市長会】 

障害福祉サービスの利用者が増加傾向にある状況下においては、事業者の不正請求等事案に伴う返還金が

多額になるおそれを十分にはらんでおり、それに伴い、市町村の行財政運営に少なくない影響を及ぼすと考えら

れるとの意見が寄せられており、提案の実現を求める。 

また、災害援護資金についても、提案と類似の支障を来す制度であるため、市町村だけが未償還分をすべて負

担とすることがないよう制度を見直されたい。 

【全国町村会】 

提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）   

第１次回答のとおり本提案は昨年に引き続き提案されているが、本年は全国知事会や指定都市市長会も提案

者となっていること、返還の義務を負うことに関し、他制度についても提案がなされていること、個別の自治体要

望のほか、全国知事会、全国市長会、全国町村会等の要望でも取り上げられていることから、地方公共団体の

言わば総意として見直しが求められており、かつ、現場にとって返還が大きな負担となっていると考えられるた

め、改めて検討いただきたい。 

当該国庫補助については補助金適正化法第 18 条３項に当たらないとのことであるが、その理由を具体的に示

していただきたい。その上でやむを得ず発生する未収納額のすべてを市町村が代わりに返還しなければならな

い制度は法の不備とも言えるので、市町村の切実な声を踏まえ、見直しを検討いただきたい。 

また、介護保険法に基づく介護給付費や、生活保護法に基づく生活保護費においては、要綱や通知上、不納欠

損として処理した額は、交付額から控除される収入額には含まず、支給対象経費とされ、肩代わりが発生してい

ない。制度間の整合の観点からも、同様の措置を講ずるべきではないか。 

給付費の返還金が徴収できない場合、法の一般原理である比例原則が適用されるべきであり、障害者総合支

援法や児童福祉法上、都道府県は事業者の指定や勧告・命令、国は市町村及び都道府県に助言・情報提供・

その他の援助や措置を行うこととされていることから、公平性について疑義がある。一律に全額の返還の肩代

わりを求めることのないよう、返還を免除すべきではないか。また、市町村について返還免除がされる仕組みに

なったとしても、市町村はその危険をなお自己負担分について負っている。２分の１の費用を負担者として国も

その範囲において危険負担を負うべきではないか。改めて財務省等の法律所管省庁にも確認をした上で回答

いただきたい。 

地方財政法第 10 条において、国と地方公共団体相互の利害に関係がある事務のうち、自立支援給付等はそ

の円滑な運営のため、国が進んで経費を負担する必要があると規定されている。また、国家賠償=不法行為の

損害賠償債務の案件に関する最高裁判所の判例（最判平成 21 年 10 月 23 日民集 63 巻８号 1849 頁）では、

複数の行政主体が関係する事案における国家賠償義務について、当該事務について費用を負担する者が賠償

義務を負うとしている。こうした法の規定や判決における考え方を踏まえると、国も必要な負担を負う責任がある

のではないか。 

事業者の不正や過大請求の防止が重要であることは否定しないが、提案団体等によれば事業者が巧妙に不正

を行い、研修や二重チェック等では看破できないケースも多くある。こうした場合まで含めて返還責任を市町村

のみに負わせることは不合理であると考えるため、改めて制度の見直しを検討いただきたい。 

【提案と類似の支障を有する制度等】 

＜市町村負担の見直しについて＞ 

第１次回答では、期限どおり返済されている方もいることから免除要件の緩和は困難とのことであるが、本件は

あくまで市町村負担の見直しを求めており、借受人の間の公平性について議論しているものではないため、御

重点４（災害）
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指摘の点は当たらない。また、国・地方公共団体の債権保全の必要性を主張されているが、無資力の場合でも

10 年間経過しないと免除されない仕組みとなっており、その間市町村も償還に向けて必要な努力を行った上

で、なお未償還として残る部分を全額市町村負担とすることについて、市町村が危険負担を負わなければならな

いのはなぜか。市町村に対する負担として重すぎるのではないか。 

市町村も貸付時の審査事務を通じて責任を負っていること、また、そもそも貸付制度であり返済を前提とする制

度であることから市町村が負担すべきとの見解であるが、都道府県・国が原資を負担していること、特に、国に

おいては、災害対策基本法第３条第１項において「組織及び機能の全てを挙げて防災に関し万全の措置を講ず

る責務」を有していること、また、同条第２項において「災害に係る経費負担の適正化を図らなければならない」

とされていること、さらに、災害弔慰金法第 19 条において災害援護資金の貸付けの申請機会確保のための制

度の周知徹底が規定されており、市町村に貸付けを促す立場にあることを踏まえると、都道府県・国がリスクを

負うべきではないか。 

特に、行方不明者や少額償還者に償還免除の対象を拡大することで、市町村が肩代わりしなければならない支

障の多くは解決可能であることから、これらについても償還免除の対象に加える必要があるのではないか。 

上記の点について、関係府省と協議の上検討していただきたい。 

＜東日本大震災の特例の一般の災害への適用拡大について＞ 

東日本大震災に認められる償還猶予及び償還免除の特例（以下「東日本特例」という。）について、被災による

生活困窮は災害の規模に関わらず生じるものであり、一般の制度として他の災害にも適用するべきではない

か。特に、償還猶予における東日本特例については、市町村の立て替え負担がなく都道府県・国への償還がな

される制度となっているため、通常の場合であっても、東日本特例と同様に市町村の立て替え負担のない制度

が可能ではないか。 

なお、現行制度でも地方自治法施行令及び債権管理法の規定によって償還免除が可能であるとのことだが、当

該規定に基づく償還免除は、今回のような国費や県費負担による貸付けの場合には、都道府県・国において、

借受人の資力等を踏まえて個別に償還の見通し等、無資力の要件に該当するか否かを判断する必要があると

思われることから、都道府県及び国での事務負担を考慮すると事実上困難ではないか。 

各府省からの第２次回答   

1 次回答で回答したとおり、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律

第 123 号）及び児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に基づく介護給付費等については、市町村が事業者の

請求を審査の上、支給することとされており、事業者の不正利得に対する返還請求についても市町村が行うこと

とされています。 

また、介護給付費等は、市町村の支弁とされており、その一部について国が負担することとされており、国庫負

担金を交付しているところです。 

こうした制度に基づき、当該国庫負担金は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法

律第 179 号。以下「補助金適正化法」という。）における「補助金等」に該当し、過大に交付されている場合は、補

助金適正化法第 18 条第１項又は第２項に基づき、国は市町村に対してその返還を命じなければならず、それ

に応じて市町村は過大交付額を国に返還いただく必要があります。一方、あくまで市町村が支弁し、支給すると

されているものの一部を国が負担するものであり、また、介護給付費等は支給決定を受けた障害者等に支給す

るものを法定代理受領方式により事業者に支払っているものであることから、補助金適正化法における「間接補

助金等」には該当せず、補助金適正化法第 18 条第３項に基づく返還命令の全部又は一部の取消しも適用はさ

れません。この点、本制度の扱いについては、関係省庁との協議が必要な内容であり、また、上記の現行制度

の趣旨及び目的に鑑みて、極めて慎重な検討が必要です。 

一方で、事業所の不正や算定誤りによる過大請求を未然に防止することは重要であることから、国としては、都

道府県に対し、障害福祉サービス事業所等サポート事業等も活用いただき、市町村を集めた研修会・勉強会を

開催することや、審査・確認の二重チェックを行うことなど、市町村への適切な助言等を行っていただくよう、引き

続き周知してまいります。また、事業者の質の確保・向上等を図る観点から、事業所指定の在り方についても検

討してまいります。 

【災害援護資金（内閣府）】 

災害援護資金制度は、 

・給付ではなく、返済を前提とした貸付制度であること

・税金を原資としている以上、国・地方自治体の債権を保全する必要があること

・期限どおり返済されている方もいること

を踏まえると、まずは返済に向けてご努力いただくことが原則であると考える。

市町村において債権放棄を行うことは、借受人の返済を免除することと同じであることから、上記の観点から、

重点４（災害）
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災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号）に定める免除事由以外の免除を認めることは困

難であり、市町村が債権放棄した際に、国が当該債権に係る国への償還金の一部又は全部を負担することも困

難である。 

同法に基づき免除が行われた場合には、国及び都道府県に対する償還を免除することとしており、一定程度負

担は行っているところである。 

また、東日本大震災に係る災害援護資金については、一次回答で述べたとおり、未曽有の被害がもたらされた

ことを受け、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法

（平成 23 年法律第 117 号）及び関係政令、並びに災害弔慰金の支給等に関する法律施行令（昭和 48 年政令

第 374 号）により様々な特別の措置がとられたものである。 

債権管理業務にあたっている被災自治体において、可能な限り円滑な事務処理を進めていただけるよう、債権

管理に関するノウハウや他の自治体の取組事例を共有するなど、必要な支援を進めてまいりたい。 

重点４（災害）
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令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

法務省 第２次回答 

管理

番号 
196 

重点募集
テーマ

○（デジタル化(4)）
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

提案分野 11_総務 

提案事項（事項名） 

不動産登記事務に係る戸籍証明書等の公用請求への戸籍情報連携システムの活用 

提案団体 

青森市 

制度の所管･関係府省 

法務省 

求める措置の具体的内容 

不動産登記事務に係る戸籍証明書等の確認業務について、市町村への公用請求をせず、戸籍情報連携システ

ムを活用し、市町村の業務を改善する。

具体的な支障事例 

長期相続登記等未了土地の相続登記等に関する不動産登記事務において、登記名義人の法定相続人調査の

ため、登記名義人の「出生から現在戸籍まで」の戸籍証明書等の公用請求が本籍地市町村へされている制度

である。 

その制度に係る対象者件数が大量であることと、各登記名義人の出生から現在戸籍までの戸籍証明書等が必

要となるため、１件の作成に時間を要している。 

平成 30 年の所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の施行に伴い、法定相続人情報作成の

要件が緩和され対象となる件数が増加したこと、令和６年の相続登記の義務化等により、上記の制度による請

求に加えて、登記名義人の出生から死亡までの戸籍証明書等の請求が増大している状況にある。 

これらのことから、長期相続登記等未了土地の相続登記等に関する不動産登記事務において、登記名義人の

法定相続人調査については、令和６年３月から運用が開始された戸籍情報連携システムの戸籍副本情報につ

いて、管轄法務局戸籍課は閲覧可能であることから、登記部門についてもこれを活用できるようにする制度改正

を提案するものである。 

「在外公館における外務省経由の戸籍副本参照」、「相続税法第５８条通知のデジタル化：市町村から税務署へ

の紙提出を改め、法務省から国税庁へのデジタル通知に」、「旅券申請手続きにおける戸籍電子証明書の利用

開始」といった戸籍情報連携システムによる副本情報が活用されている事例もあることから、更なる戸籍情報連

携システムを活用した業務の改善を提案。 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

法務局の委託を受けた司法書士から戸籍証明書等の迅速な発行を求める要望が出ている。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

請求者である法務局登記部門にとっては時間短縮となり、市町村にとっても、事務負担の軽減が見込まれる。 

根拠法令等 

戸籍法第 10 条の２第２項、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法第 44 条、戸籍法施行規

重点７（戸籍）
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則第 75 条の３ 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、花巻市、郡山市、いわき市、銚子市、豊田市、広島市、松山市、熊本市、鹿児島市、特別区長会 

○当市でも法務局等から不動産登記事務にかかる公用請求が一定数あり、戸籍情報連携システムの利用拡大

により公用請求の必要が無くなり事務改善が図られるため。

○現状、不動産登記事務に係る戸籍証明書等の公用請求の対応を行う事務負担が年度を通じ生じている。そ

のため、法務局の登記部門が戸籍情報連携システムの戸籍副本情報を活用できれば、請求者及び市町村の

業務負担の軽減につながると思われる。

各府省からの第１次回答 

戸籍情報連携システムは、戸籍事務のために用いるシステムであることから、市区町村並びに法務局及び地方

法務局（以下、「法務局」という。）の戸籍担当部署等の職員のみに利用者を限定している。 

また、現状、長期相続登記等未了土地解消事業では、登記官の権限において被相続人等の本籍地市区町村に

戸籍証明書等の公用請求を行っていることから、当該請求に係る処理は、1,892 の市区町村に分散して行われ

ることとなる。仮に、これを戸籍情報連携システムにおいて副本情報の参照を行って確認することとした場合、制

度設計次第では、例えば、50 箇所の法務局に照会が集約されかねず、また、戸籍証明書等の検索に係るノウ

ハウや人員もない中での対応となれば、確認までに要する時間が増加することにもなりかねない。

さらに、市区町村での戸籍情報連携システムへの負荷の程度・状況にも配慮する必要がある。

以上からすれば、本籍地市区町村への戸籍証明書等の公用請求により相続人調査を行うことには、現状、相応

の合理性があると考えられる。

したがって、御提案の仕組みを導入することについては法務局における処理体制の実情を踏まえつつ、法務局

への事務の集約による公共事業等の円滑な実施への影響と市区町村の事務負担の軽減とのバランスをとるこ

とができる現実的な仕組みを検討することが必要となると考えている。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

戸籍情報連携システムの使用にあたっては、市町村は、戸籍法施行規則第７５条の３に基づき、「戸籍事務の

処理に必要な範囲内」でその利用を行っているものであることから、法務局の登記官についても、当該システム

の利用目的や利用できる者を適切に定めることなどによって利用が可能になるものと考える。 

また、市区町村においてもノウハウを持たない職員が人事異動により戸籍事務に従事することとなっており、職

員の育成については、貴省と同様の課題がある。 

さらに、戸籍情報連携システムへの負荷の程度・状況については、主目的である戸籍事務の妨げにならないよ

うシステムを改修する等の対応で軽減が図られるものと考える。 

公用請求を受ける市区町村側では、長期相続登記等未了土地解消事業に係る公用請求の規模を予測・把握す

ることは困難であり、他の公用請求と時期が重なるなど事務負担になっていることは御理解いただきたい。 

第１次回答で示された、公共事業等の円滑な実施と市区町村の事務負担の軽減が図られる現実的な仕組みに

ついて、早期の構築を図っていただきたい。 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【熊本市】 

戸籍の広域交付業務は、長期相続登記等未了土地解消事業の影響により、各自治体で増加傾向にある。 

この業務は法務局や地方法務局で完結可能な取組であり、法務局における業務効率化を更に進めていただき

たい。 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見    

【全国知事会】 

行政手続のオンライン化やデジタル基盤の統一化・共通化など、デジタル技術の活用によって住民サービスの

向上および地方公共団体の業務効率化が図られるよう、本提案の実現に向けて特に積極的な検討を求める。 

重点７（戸籍）
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提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）   

第１次回答では、「法務局における処理体制の実情」が強調されているが、長期相続登記等未了土地解消事業

の現状そのものが、市町村の多大な負担によって支えられている。今後、地方で人材不足が深刻化することも

踏まえ、国・地方を合わせた社会的なトータルコストを軽減させるべく、法務局登記部門から法務局戸籍課に対

する公用請求の実現を積極的に検討すべきではないか。 

仮に、現状の処理体制での対応が困難であっても、例えば、法務局の登記官のうち、戸籍業務の経験者を戸籍

課併任とするなど実現のための工夫を考えるべきではないか。 

戸籍情報連携システムの都道府県への利用拡大について、「令和８年度中に法制上の措置を講ずる」こととさ

れているが、可能な限り、同時に措置すべきではないか。 

各府省からの第２次回答   

長期相続登記等未了土地解消事業（以下「解消事業」という。）は、地方公共団体等の公共事業実施主体から

の要望に応じ、当該公共事業実施主体に代わって、法務局が法定相続人を探索しているものである。法務省と

しては、解消事業によって、公共事業に係る地方公共団体の負担の軽減に寄与してきたと考えているが、更な

る軽減策として戸籍の公用請求を戸籍情報連携システムによって代替することについては、法務局において増

加する事務量とその効率化をどのように図るかも含めて検討する必要がある。 

１次ヒアリングで御指摘のあった、1,892 の市区町村で行っている公用請求に係る処理を 50 の法務局に集約し

た場合にかかる処理時間等について、令和６年度解消事業着手分に係る全国の法務局における公用請求によ

り取得した戸籍謄本等の数は、おおむね全国で 31 万通であり、戸籍情報連携システムの端末を利用して副本

情報を照会する場合、１件当たり５分程度を要していることから、仮に、法務局において上記の通数を処理する

とした場合には、単純計算で 50 の法務局で約 25,833 時間が必要となる。これはシステム操作に要する時間に

限ったものであり、実際には、印刷した副本情報を管理するための仕分けやナンバリング、出力日時の付記及

び利用簿の記録作業のほか、各機器の使用タイミングが他の事務と重複しないようにするための調整等も必要

となる。さらに、対象が紙で管理されている戸籍又は除籍の場合や廃棄処分済みである場合は、戸籍情報連携

システムで内容を確認することができないことから、本籍地市区町村への問合せなど周辺作業も発生することが

見込まれる。

そして、こうした事務を新たに法務局で行うこととした場合には、限られた人員の下、通常の業務に追加して処理

を行わなければならなくなるところ、法務局においては、相続登記の義務化など所有者不明土地等対策のため

の新規施策を次々と実施している中で業務がひっ迫している状況であるため、戸籍情報の取得が遅延し、解消

事業の迅速な遂行を妨げるおそれが大きい。御指摘のように、登記官に戸籍課併任をかけたとしても、この問

題が解決されるものではないと考えられる。

なお、令和６年の提案に基づいて措置する戸籍情報連携システムの都道府県への利用拡大は、戸籍電子証明

書提供用識別符号を、都道府県が市区町村に対して、オンラインで公用請求できるようにするために必要な制

度的措置を講ずることとされたものであり、本提案の対応として考えられる仕組みとは大きく異なるため、同時に

措置することは困難である。

法務省としては、本提案を踏まえ、令和８年１月頃から準備開始予定の解消事業の令和８年度作業分につき、

一部の法務局において、法務局職員が戸籍情報連携システムを利用して戸籍の副本情報を確認することにつ

いての実務上の課題の検証を実施することとしている。同検証を踏まえて、本提案への対応を検討してまいりた

い。

重点７（戸籍）
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